
○竹田市空き家改修事業補助金交付要綱 

平成２２年６月２４日 

告示第８２号 

改正 平成２４年４月１８日告示第４７号 

平成２５年３月２９日告示第６２号 

平成２６年８月１４日告示第９７号 

平成２９年３月２８日告示第３５号 

令和２年３月３１日告示第４５号 

(趣旨) 

第１条 竹田市長は、移住者の住環境を整備し、定住促進を図るため、本市に自ら

定住する目的で空き家を購入した者が当該空き家の改修を行うのに要する経費に

対し、予算の定めるところにより補助金を交付するものとし、その交付について

は、竹田市補助金等交付規則(平成１７年竹田市規則第５０号。以下「規則」とい

う。)に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

(定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(１) 定住 永く住むことを前提に市内に住所を有し、生活の本拠を本市に置く

ことをいう。 

(２) 空き家 竹田市空き家バンクに登録されている空き家をいう。 

(３) 移住者 本市以外から本市に転入した者をいう。 

(４) 所有者 空き家に係る所有権を有する者をいう。 

(補助対象者) 

第３条 この補助金の交付の対象となる者(以下「補助対象者」という。)は、この

補助金の交付を申請した日(以下「申請日」という。)において、次に掲げる要件

をすべて満たす者とする。 

(１) 竹田市内の空き家を購入した者で、本市の住民基本台帳に記録されていな

い者又は竹田市に転入して１年未満の者 

(２) この補助金の交付を受けてから１０年以上竹田市に定住しようとする者 

(３) 竹田市空き家バンク設置要綱(平成１７年竹田市告示第１２０号)第２条第

３号に規定する利用登録者 

(４) 購入した空き家の所有者の３親等以内の親族でない者 



(平２５告示６２・一部改正) 

(補助対象事業) 

第４条 この補助金の交付の対象となる事業は、補助対象者が自ら定住する目的で

購入した空き家の改修を行う事業であって、この補助金の交付決定を受けた日の

属する年度と同一の年度内に完了する事業とする。 

(補助対象経費及び補助率) 

第５条 この補助金の交付の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、

補助対象事業の実施に要する経費とし、補助率は、２分の１以内とする。ただし、

１件当たりの補助金は、１００万円を限度とする。 

２ この補助金は、同一の世帯に対して１回に限り交付する。 

(補助金の交付申請) 

第６条 規則第３条第１項の規定による申請は、竹田市空き家改修事業補助金交付

申請書(様式第１号)によるものとし、次に掲げる書類を添付し、市長が別に定め

る期日までに市長に提出しなければならない。 

(１) 誓約書(様式第２号) 

(２) 改修工事に係る見積書の写し 

(３) 改修工事の対象となる住宅の平面図 

(４) 申請者の住民票謄本 

(５) 納税証明書(滞納がないことを証する書面) 

(６) 暴力団等でない旨の誓約書 

(平２５告示６２・一部改正) 

(補助条件) 

第７条 規則第５条の規定による補助条件は、次のとおりとする。 

(１) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を受けること。 

(２) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難とな

った場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

(３) この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類は、補助

事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して１０年間整備保管するこ

と。 

(４) 補助事業により改修工事を行った住宅をこの補助金の交付の決定を受けた

日から１０年以内に取り壊し、若しくは売却し、又は当該住宅から転居しない

こと。 



(５) 本市の住民基本台帳に記載されていない者にあっては、申請日の属する年

度と同一の年度内に竹田市に転入すること。 

(６) 補助事業による改修工事は、竹田市内に本店又は営業所等を有する業者で

施工すること。 

(平２５告示６２・一部改正) 

(交付の決定) 

第８条 市長は、第６条の規定による申請があったときは、当該申請者が申請に必

要な条件を整えていると認めるものについて、竹田市農村回帰事業推進補助金の

交付にかかる審査委員会(以下「委員会」という。)の意見を聴いて、補助金の交

付を受けられる者(以下「補助対象者」という。)として適否を決定しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の規定により補助対象者を決定した場合には、竹田市空き家改修

事業補助金交付決定通知書(様式第３号)により、速やかに結果を通知しなければ

ならない。 

(平２６告示９７・全改) 

(申請の取下げのできる期間) 

第９条 規則第７条第１項の規定により申請の取下げのできる期間は、補助金交付

決定通知書を受理した日から起算して１５日を経過した日までとする。 

(補助金の交付方法) 

第10条 この補助金は、精算払の方法により交付する。ただし、市長が必要と認め

る場合は、概算払の方法により交付することができる。 

(補助金の交付請求) 

第11条 補助金の交付決定の通知を受けたものが、補助金の交付を請求しようとす

るときは、竹田市空き家改修事業補助金交付請求書(様式第４号)を市長に提出し

なければならない。 

(実績報告) 

第12条 規則第１２条の規定による実績報告は、竹田市空き家改修事業実績報告書

(様式第５号)によるものとし、次に掲げる書類を添付し、事業完了若しくは廃止

の承認を受けた日から起算して３０日を経過した日、又は補助金の交付決定のあ

った日の属する年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに市長に提出

しなければならない。 

(１) 改修工事の請負契約に係る請求書又は領収書の写し 



(２) 完成写真(改修箇所の分かるもの) 

(補助金の額の確定通知) 

第13条 規則第１３条の規定による通知は、竹田市空き家改修事業補助金の額の確

定通知書(様式第６号)により行うものとする。 

(重複交付の禁止) 

第14条 竹田市歴史・文化資源活用型起業支援事業補助金交付要綱(平成２２年竹田

市告示第８３号)又は竹田市起業家育成支援事業補助金交付要綱(平成２４年竹田

市告示第１６号)に基づく補助金の交付を受けた場合は、この補助金は、交付しな

いものとする。 

(平２４告示４７・一部改正) 

(その他) 

第15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２２年７月１日から施行し、令和５年３月３１日限り、その効

力を失う。ただし、この要綱の失効前に第６条の規定により申請を行い、第８条の

規定により補助対象者となったものについては、なお従前の例による。 

(平２５告示６２・平２９告示３５・令２告示４５・一部改正) 

附 則(平成２４年告示第４７号) 

この要綱は、公示の日から施行する。 

附 則(平成２５年告示第６２号) 

この要綱は、平成２５年３月２９日から施行する。 

附 則(平成２６年告示第９７号) 

この告示は、平成２６年８月１４日から施行する。 

附 則(平成２９年告示第３５号) 

この要綱は、平成２９年３月３０日から施行する。 

附 則(令和２年告示第４５号) 

この要綱は、令和２年３月３１日から施行する。 

 



 



 



 



 



 



 



様式第１号(第６条関係) 

(平２５告示６２・全改) 

様式第２号(第６条関係) 

(平２５告示６２・全改) 

様式第３号(第８条関係) 

(平２５告示６２・全改) 

様式第４号(第１１条関係) 

様式第５号(第１２条関係) 

様式第６号(第１３条関係) 

 


